別紙３(指定都市及び中核市市長との契約)
契約書(案)
　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）により指定された医療機関が、同法に基づく医療を担当した場合の診療(調剤)報酬の審査及び支払に関する事務について、指定都市及び中核市市長(以下「甲」という。)と社会保険診療報酬支払基金都道府県支部長(以下「乙」という。)との間に次のとおり契約を締結する。

第１条　乙は、甲の障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第５　８条第１項に規定する自立支援医療（育成医療及び更生医療）費の支給に関し、毎月　医療機関に対して支払うべき費用(以下「診療報酬」という。)の審査及び支払事務を　引き受けるものとする。

第２条　乙は、医療機関から所定の期日までに提出された診療報酬請求書についてその　内容を審査し、診療報酬明細書(社会保険等との併用分患者については、診療報酬明細　書に代えて乙において作成する連名簿。以下第３条において同じ。)をその月の翌月１　０日までに甲へ提出するものとする。

第３条　甲は、前条の規定により診療報酬明細書の提出を受けた時は、審査結果を検討　してその決定を行ったうえ、その月の１７日までに乙に決定の通知を行うものとする。

第４条　乙は、前条の通知を受けた時は、当該医療機関に対し診療報酬を迅速に支払う　ものとする。

第５条　甲は、乙が医療機関に支払う診療報酬のおおむね１か月半分に相当すると認め　られる額を、乙が審査した月の末日までに乙に対して概算交付を行うものとする。

第６条　乙は、第３条の規定によって決定の通知を受けた時は、その月の２０日までに　精算書を作成し、甲へ送付するものとする。

第７条　甲が第３条によって決定を行った結果、乙が甲に対して請求する診療報酬又は　医療機関に対して支払う診療報酬に過誤を生じたときは、その過誤額は乙が翌月の精　算において整理を行うものとする。

第８条　甲は、社会保険診療報酬支払基金法第２６条の規定による事務費として、別に　定める事務費算定の基礎となる１件当りの金額に毎月診療報酬の精算の基礎となった　診療件数を乗じて得た金額を乙に支払うものとする。

第９条　甲は、乙に対して帳簿書類の閲覧若しくは説明を求め、又は報告を徴すること　ができる。

第１０条　この契約の当事者のいずれか一方がこの契約による義務を履行せず、事業遂　行に著しく支障を来し、又は来すおそれがあると認めるときは、相手方は３か月間の　予告期間をもってこの契約を解除することができるものとする。

第１１条　この契約の有効期間は、令和　年　月　日から令和　年　月　日までとする。

第１２条　この契約の有効期間の終了１か月前までに契約当事者のいずれか一方より何　等かの意思表示をしないときは、終期の翌日において向こう１か年間順次契約を更新　したものとみなす。

　以上契約の確定を証するため本書２通を作成し、双方署名のうえ各１通を所持するものとする。

　　令和　年　月　日

〇〇(指定都市及び中核市)市長　　氏名　　

社会保険診療報酬支払基金〇〇(都道府県)支部　

支部長　　　　　　　　　　　　　氏名　　

